
２ 今後の国際連携について

・ オンラインでの海外調査

⇒ 一部デジタル化への対応と関係あり

・ 海外研究グループにおける活動の一環としての執筆

⇒ 人工知能（AI）等

・ 日本からの発信：ジャパニーズ・エシカル消費、日本における消費者市民社会の構築

徳島県持続可能な社会を目指した国際連携ネットワーク
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